
 

 

 

 

 

 

物価上昇に実質賃金が 

追いつかない！！ 
 

東京商工リサーチの調査結果では、中小企業 1651社のうち 529社が賃上げ率 3％未満と

のこと。それに対して、2023年の物価上昇率は前年比 3.1％。食料品では 8.2％というこ

とだから、賃上げが物価高に追いつかない、実質賃金が減少して苦しくなる世帯が相当な

数になるということ。 

 

賃上げ促進のため、7％以上の賃上げをした企業に対して、法人税から賃金増加額の大企

業は 35％、中小企業は 45％を税額控除するという。 

政府は 2月の月例経済報告で国内景気の総括判断を 3カ月ぶりに下方修正した。個人消

費は低迷し、生産や輸出にも勢いがない中、このままでは 1月～3月もマイナス成長が続

くとの指摘されている。 

 

賃上げ格差が大きくなれば、担い手不足をさらに深刻化させる事に繋がる。人材倒産し

ないためにも、最大限の回答を引き出していかなければならない。 
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